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1.  研究目的

　日本では，1980年代から1990年代初頭にかけてのバ
ブル経済の中，リゾート開発ブームが生じ，スキー場
の開発は活性化し，スキー人口は爆発的に増加した．
しかしながら，バブル経済の崩壊後，スキー場の開発
は急速に減少するとともに，スキー人口は1993年の
1,770万人をピークとして減少に転じ，2014年には480
万人まで落ち込んだ1）．さらに，スキー人口の急減に
伴い，スキー場の経営主体の収入は激減し，スキー場
経営は悪化の一途をたどった．多くの経営主体は経営
の立て直しやスリム化に追われ，売却・倒産といった
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動きが活発化した2）．今日までに，経営主体の変更は
全国の営業中のスキー場（以下，営業スキー場）の6
割以上でみられ3），閉鎖・休業を余儀なくされる例は
現在も後を絶たない．
　国という大きな単位で閉鎖・休業スキー場に着目し，
営業スキー場との違いを定性的・半定量的に解析した
研究は，過去に2つ存在する4）5）．Falk（2013）4）は， 

オーストリアの索道経営会社の存続に関連する要素に
ついて，索道経営会社の企業としての特性，立地特性，
およびマクロ経済的な要因という3点から分析した．
その結果，人工降雪システムを早く導入していると存
続すること，平均標高が1,700 m以上のスキー場では
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閉鎖リスクが小さいこと，経済的な不況の時期では閉
鎖リスクが高いこと，積雪量と閉鎖との間には有意な
関係がないことを指摘した．呉羽（2014）5）は，日本国
内のスキー場における閉鎖・休業状況を半定量的に分
析・評価した．その結果，閉鎖・休業したスキー場に
は小規模なものが多いこと，1990年代半ば以降のスキ
ー人口の減少に伴い，大規模で人気の高いスキー場の
混雑が解消した結果，近隣のスキー場に流れるスキー
ヤーが大幅に減少したこと（近接逆効果），「平成の大
合併」で市町村の合併が進んだ結果，複数のスキー場
を抱え込む新市町村が，スキー場をリストラし，経営
のスリム化を目指していることを指摘した．
　しかしながら，国もしくは地方単位で閉鎖・休業ス
キー場と営業スキー場の違いを定量的に解析し，その
違いを明らかにした研究は，筆者らの管見の限り，未
だ一例も見当たらない．定量的な統計解析の信頼性を
担保するためには，同一の機関が，同一の基準で分析
したデータを用いることが前提となる．それゆえ，国
や地方といった大きな地域単位で，スキー場に関する
精度の高い定量解析を行うことは非常に難しい．しか
し，長野県の場合，1986年から毎年，同県が主体とな
って県内のスキー場に関する詳細な基礎資料を公開し
ている．この資料に基づいて分析地域を同県に限定し

た場合，信頼性の高い定量解析が可能である．さらに，
同県は，北海道と1，2を争うスキー場の多い県であり
3）6），1998年には冬季オリンピックを成功させた「スキ
ー王国」として知られており，正確な統計解析を行う
うえで十分な例数を確保することが可能である．また，
同県は，北海道と異なり，大都市からのアクセスに優
れた位置条件を有しているため，地元資本だけでなく
都市資本によるスキー場もバランス良く存在し，スキ
ー場の動向を精査するうえでも理想的な存在である．
以上より，長野県は，閉鎖・休業スキー場と営業スキ
ー場の違いを定量的に解析するうえで最適なモデル県
であり，同県に限定した解析から，信頼性と精度の高
い解析結果が期待できる．
　本研究では，2000年7）から2015年に渡る16年間の 

データに基づき，長野県内の閉鎖・休業スキー場8）と
営業スキー場を様々な角度から比較・検討し，閉鎖・
休業スキー場にみられる特徴や共通点を明らかにする
ことを目的とする．なお，本研究では，以下に述べる
長野県が集計した資料を分析に用いたため，スキー場
の区分は同県が用いるものに従った．それゆえ，本研
究で示す長野県に存在するスキー場数は，先行研究5）

のものと異なっている．

Table 1　Factors used for analyses　　表１　分析に用いた属性・指標
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2.  研究方法

2.1  閉鎖・休業スキー場の分析指標
　2000年から2015年までの16年の間に，閉鎖もしく 

は休業した長野県内のスキー場23箇所について，その
経営およびゲレンデに関する属性・指標を，付録1と2
にまとめた．属性・指標としては，先行研究3）～5）でス
キー場の閉鎖・休業への関連が指摘されたものも含め，
入手可能なものを抽出した．全ての属性・指標のデー
タ取得先を表1にまとめた．施設の名称，閉鎖・休業 

年，運営主体の名称およびその公営・民営の別，ナイ
ター営業の有無，市町村名称，索道種類別基数（閉鎖・
休業前年），索道総延長距離については，各々のスキー
場の閉鎖・休業前年の同県の「スキー場等現況調査結
果」報告書のデータに主に基づいた（ただし，公営・
民営の別に関するデータのみ，閉鎖・休業前年および
2000年のデータを用いた）9）～17）．開設年は，昭和61 

年度（1986年度）鉄道要覧のリフト運輸開始年を基準
とした18）19）．平均最大積雪量については，対象年の気
象状況に影響を受けやすいことを考慮し，信濃毎日新
聞の「スキー場だより」欄に掲載された2シーズン分
の積雪量（1999年および2000年）から平均最大積雪量
を算出した．平均稼働日数についても，同じく対象年
の積雪状況に左右されやすいことを考慮し，信濃毎日
新聞に「スキー場だより」が掲載された期間における2
シーズン分の稼働日数（1999年および2000年）から平
均稼働日数を算出した20）21）．コース比率，最長滑走距
離，ベース標高，標高差については，全国のスキー場
のガイドブックであるS GUIDE 2001（山と渓谷社）の
データに基づいた22）．ただし，S GUIDE 2001に記載の
ないものについては，全国スキー場ガイド1999（山と
渓谷社）および全国ゲレンデガイド2003（山と渓谷社）
の記事を参考にした23）24）．高速道のインターチェンジ
（IC）からの距離については，S GUIDE 2001の記事に
基づいた22）．ただし，S GUIDE 2001に記載のないもの
については，全国スキー場ガイド1999および全国ゲレ
ンデガイド2003の記事を一部参考にした23）24）．さらに
上記のいずれの文献にもデータの見当たらない5箇所
のスキー場（美しの国，聖山パノラマ，笠岳，前山，
斑尾高原豊田）については，国土地理院公開の地理院
地図（https://maps.gsi.go.jp/）の計測機能を用いて計測
した．地理院地図の使用に際しては，2001年以降に新
設されたIC，ETC専用スマートIC，および新設道路は
存在しないものとみなして算出した25）．

2.2  営業スキー場の分析指標
　2015年の長野県内の営業スキー場85箇所について，
その経営およびゲレンデに関する属性・指標を，付録3
と4にまとめた．2015年時点での施設名称，運営主体
の名称およびその公営・民営の別（2015年と2000年の
時点），ナイター営業の有無，市町村名称，索道種類別
基数，索道総延長距離については，2000年および2015
年の同県の「スキー場等現況調査結果」報告書に基づ
いた9）15）16）．開設年，平均最大積雪量，および平均稼
働日数については，閉鎖・休業スキー場と同様のデー
タソースに基づいた26）．コース比率，最長滑走距離，
ベース標高，標高差については，主にS GUIDE 2001
のデータに基づいた22）．S GUIDE 2001に記載のないも
のについてはウェブサイト（志賀高原18 SKI AREA，
志賀高原リゾートエリア，さわやか信州旅.net）の記事
を参考にした27）～29）．ICからの距離については，閉鎖・
休業スキー場と基準を同一にするために，S GUIDE 

2001の記事に基づいた22）．S GUIDE 2001に記載のな 

いものについては，全国スキー場ガイド1999，全国ゲ
レンデガイド2003，ニッポンのゲレンデ2015（実業之
日本社），およびさわやか信州旅.netの記事を一部参考
にした23）24）29）30）．さらに上記のいずれの文献・ウェブ
サイトでもデータの見当たらない4箇所のスキー場（サ
ンバレー，丸池，蓮池，木戸池）については，閉鎖・
休業スキー場の場合と同様に，国土地理院公開の地理
院地図（https://maps.gsi.go.jp/）の計測機能を用いて計
測した．その際，2001年以降に新設されたIC，ETC専
用スマートIC，および新設道路は存在しないものとみ
なして算出した25）．コース満足度および総合満足度に
ついては，フォートラベル株式会社がウェブ上で公開
した「2015長野県スキー場人気ランキングTOP83」に
掲載された5段階評価を引用した31）．

2.3  スキー場規模の定義と分類
　バブル期以降の研究でスキー場の規模を分類する基
準を示している文献は2つ存在する32）33）．どちらも北
海道のスキー場を対象としており，索道施設1基のみ
のスキー場を小規模スキー場，複数の索道を持つが，
ゴンドラ・クワッドリフトといった大量高速索道施設
を持たないスキー場を中規模スキー場，大量高速索道
施設を持ち，最長滑走距離が2 km以上あるスキー場を
大規模スキー場として分類している．しかしながら，
この分類基準は長野県のスキー場の実情にそぐわない
面がある．例えば，この基準に倣って分類すると，一
般に中規模スキー場として認識されている小海リエッ
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Fig. 1　Distribution of values of 6 factors in open and closed ski fields
図１　閉鎖・休業および営業スキー場における6つの属性・指標値の分布

クススキーバレーや志賀高原東館山は，大規模スキー
場に分類される．さらに，武石番所ヶ原や霧ヶ峰とい
った小さなローカルスキー場は，この基準に倣うと索
道施設2基を有しているために，中規模スキー場とし
て分類されてしまう．そこで本稿では，長野県内のス
キー場を独自の基準を設けて大・中・小の3つの規模
に分類した．すなわち，索道施設を3基以上もち，索
道総延長距離が1,500 m以上あるスキー場を中規模ス
キー場と定義し，この基準を満たさないものを小規模
スキー場として分類した．また，6基以上の索道施設を
有し（そのうち2基以上がゴンドラ・クワッドといっ

た大量高速索道施設），索道総延長距離が5,000 m，標
高差が400 mを超えるスキー場を大規模スキー場とし
て分類した．この新基準に則った場合，大規模スキー
場は，分析対象となる全108箇所のスキー場のうち，
野沢温泉，HAKUBA VALLEY白馬八方尾根といった
16箇所のスキー場に限定され，一般的な認識を反映し
た区分となった．

2.4  名称変更の状況
　1986年から2015年までの30年間の長野県の報告書 

のデータに基づき9）～15）34）35），閉鎖・休業スキー場と営
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業スキー場の名称変遷を詳細に追い，付録5と6にま 

とめた36）．

2.5  統計解析
2.5.1   閉鎖・休業スキー場と営業スキー場のデータ比

較
　得られた閉鎖・休業スキー場と営業スキー場の12個
の属性・指標（開設年，平均稼働日数，ICからの距離，
全索道基数，初級コース率，中級コース率，上級コー
ス率，平均最大積雪量，最長滑走距離，ベース標高，
標高差，索道総延長距離）について，マン・ホイット
ニーのU検定を用い，両群のデータに有意な差がある
か検証した．
2.5.2  統計解析
　最長滑走距離・標高差とスキーヤーのコース満足
度・総合満足度との相関を調べるために，コース満足
度については営業スキー場72箇所、総合満足度につい
ては営業スキー場74箇所のデータを用いて，無相関検
定を行った37）．また分析したスキー場全てを対象に，
平均最大積雪量と平均稼働日数との相関も同検定を用
いて調べた．

3.  結果

　上記12個の属性・指標について，マン・ホイットニ
ーのU検定を用いて検証した結果，6個の属性・指標 

（開設年，平均稼働日数，全索道基数，最長滑走距離，
標高差，索道総延長距離）について，有意水準5%で両
群間に有意差がみられた（図1と表2）．さらに，無相
関検定の結果，最長滑走距離とコース満足度，標高差

とコース満足度，最長滑走距離と総合満足度，標高差
と総合満足度，ならびに平均最大積雪量と平均稼働日
数との間に，正の相関がみられることが判明した（表
3）． 

　公営率の変遷については，運営主体が公営のスキー
場の割合を追った．閉鎖・休業スキー場については，
2000年の時点で5箇所（22.7%）のスキー場が公営で
あったが，閉鎖・休業の時点でも4箇所が公営のまま
であった（17.4%）．その一方で，営業スキー場につい
ては，2000年の時点で18箇所（21.8%）が公営だった
のに対して，2015年では10箇所（11.8%）に半減して
いた．
　ナイター営業に関しては，各スキー場におけるナイ
ター営業の有無を調べ，その割合を調べた（付録1と 

3）．その結果，2000年の時点でナイター営業していた
スキー場は，閉鎖・休業スキー場では6箇所（26.1%）
に過ぎぬ一方で，営業スキー場では半数近い37箇所
（43.5%）でナイター営業していた．
　名称の変更状況に関しては，分析期間中に名称変更
を行ったスキー場46箇所のうち，閉鎖・休業スキー場
の占める割合は 23.9%（11箇所）であり，この割合は，

Table 2　Results of statistical analyses by Mann-Whitney U test
表２　マン・ホイットニーのU検定の結果一覧

Table 3　Results by tests for non-correlation
表３　無相関検定の結果一覧
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分析対象の全スキー場108箇所における閉鎖・休業ス
キー場の占める割合21.3%（23箇所）とほぼ変わらな
かった．

4.  考察

　本研究の分析期間内に閉鎖・休業した23箇所のスキ
ー場は，1つ1つを個別に見ていけば，それぞれがさま
ざまな事情を抱えて閉鎖・休業に追い込まれたのであ
ろう．この中には，気象状況によって経営悪化を招い
た例もあるかもしれない．積雪量が多過ぎる場合，ス
キー客のアクセスしづらさを招くだけでなく，駐車場
やアクセス道路の除雪費用がかさむ分，運営資金を圧
迫し，スキー場経営において負の要素になりうる可能
性が考えられた．しかしながら実際には，統計解析の
結果，閉鎖・休業スキー場では，営業スキー場よりも
平均最大積雪量がむしろ少ない傾向にあった（営業ス
キー場で223.0 cm，閉鎖・休業スキー場で194.9 cm，
表2参照）．積雪量に統計的な有意差がみられない点で
は，オーストリアのスキー場を対象としたFalk4）の先行
研究と本研究の結果は同じであった．一方で，閉鎖・
休業スキー場の平均稼働日数は，営業スキー場よりも
有意に少ないことも明らかとなった（p = 0.000666，表
2参照）．これに加えて本研究では，平均稼働日数と平
均最大積雪量との間に正の相関があることも明らかに
しており（表3），以上の結果をまとめると，少雪のス
キー場の方が閉鎖・休業に追い込まれやすい実態が浮
かび上がってきた．白坂（1986）は，スキー場を企業
的に経営するためには，約3ヶ月の滑走期間がなけれ
ば成立しにくいと述べているが38），それから30年が経
ち，経済と社会に大きな変化を経験した現在の日本で
も，スキー場が存続するためには，稼働日数が重要な
ポイントであることに変わりがないことを，本研究は
定量的に証明したといえる．
　全索道基数，最長滑走距離，標高差，および索道総
延長距離は，いずれもスキー場の規模を示す属性・指
標といえる．定量解析の結果，これらの項目全てにお
いて，閉鎖・休業スキー場の方が営業スキー場よりも
有意に値が小さく（表2），スキー場の規模が閉鎖に大
きな影響を与えたことを示す結果となった．この結果
は，国単位での半定量的な解析結果5）と同じであり，
その結果を定量的に裏付けたともいえる．実際，本研
究の分析期間内に閉鎖・休業したスキー場全てが，中
小規模に分類されるスキー場であった（付録2参照）．
だからといって，ゴンドラ・クワッドリフトといった

大量高速索道施設を複数有している大規模スキー場の
経営が今後も安泰とはいえない可能性もある．クワッ
ドリフトの維持には甚大な整備費用がかかるため，ス
キー場の運営を圧迫するからである．一部のスキー場
では，その維持コストの削減を目指して，クワッドリ
フトを従来型（非分離型）の高速リフトに付け替える
動きもある39）．
　本研究では，営業スキー場の開設年の平均が1970年
であるのに対し，閉鎖・休業スキー場の平均は1976年
であり，営業スキー場の開設年が有意に古いことが明
らかとなった（p = 0.0426，表2参照）．この結果は，
全国のスキー場を対象とした先行研究5）の結果と異な
っており，大変興味深い．全国と長野県の結果の相違
には，さまざまな理由が考えられるが，冒頭で述べた
ように，同県が全国で1，2を争うスキー県，スキー王
国であることも影響しているかもしれない．長野県に
は古くからスキー文化が根付いており，1912年に同県
飯山町（現飯山市）にスキーが伝承されて以来，長い
歴史を有する40）．そのため，同県には恵まれた条件を
有する伝統的なスキー場が多く，そうしたスキー場が
今日でも比較的多くのスキーヤーを惹きつけている．
こうした伝統の長さが，営業スキー場の平均開設年の
古さを反映しているとも考えられる． 

　最寄りの高速道ICからの距離に関しては，両群間に
有意差はみられなかった（p = 0.973，表2参照）．長野
県の場合，大都市圏からの距離がある分，スキー場ま
でのトータルの距離を考えると，ICを降りてからスキ
ー場までの距離は高速道の走行距離と比較して短く，
集客に影響を与えにくい要素なのかもしれない．むし
ろ，スキーヤーにとって実質的な問題となるのは，IC

からの距離よりもスキー場までの道路状況であろう．
具体的には，道幅，標高差（登坂角），路面の凍結・除
雪状況，および渋滞の有無といった要素を挙げること
ができる．これらの要素は，いずれもスキー場へのア
クセス難易度を左右する重要な要素であるが，ICから
の距離データでは推し量ることができない．閉鎖・休
業スキー場を例に挙げるならば，蓼科アソシエイツ，
美しの国，聖山パノラマといったスキー場は，ICから
の距離もさることながら，その道程の大半は狭く険し
い道であり，スキーヤーにとっては距離以上にアクセ
ス難度の高いスキー場であったと考えられる．このこ
とがこれらのスキー場の閉鎖に影響を与えたのかもし
れない．
　初・中・上級コース率に関しても，両群間で有意な
差はみられなかった（表2参照）．スキー場の難易度自
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体は，積雪量や最長滑走距離といった要素と比較して，
運営や集客にあまり影響を与えないのかもしれない．
その一方で，最長滑走距離と標高差は，営業スキー場
で有意に大きいことが判明した（p = 0.0322および
0.0497，表2参照）．最長滑走距離と標高差はスキーヤ
ーのコース満足度に有意に相関していることを考え併
せると（表3），本研究のこの結果は，利用者のコース
満足度がスキー場の存続に影響を与えることを初めて
統計的に明らかにしたものと言える．
　ナイター営業に関しては，営業スキー場でのナイタ
ー営業率が，閉鎖・休業スキー場と比較して極めて高
かった．これは，閉鎖・休業したスキー場の多くが元々
中小規模のスキー場ゆえに，ナイター設備が無い，も
しくはナイター営業を継続して運営する財政的基盤が
無いことに起因すると考えられる．大鰐スキー場の事
例41）にみるように，ナイター営業は平日での採算性が
特に低く，不採算部門として削減対象になりやすい側
面を持つ．その一方で，マックアースの取り組み42）に
みられるように，LED照明による省エネ化，LEDイル
ミネーションを用いたスキー客への演出といった独自
の工夫と投資次第で，ナイター営業をプラス要素に転
じさせることも可能である．これまでの常識に捉われ
ない集客アイデアとして，今後のナイター営業の活用
に期待したい．
　公営率の変遷については，予想通りの結果であった．
すなわち，2000年の時点で公営だったスキー場のうち，
民営化された9箇所については，1箇所のみの閉鎖に留
まり8箇所は存続したが，民営化されなかった15箇所
に関しては，そのうち4箇所が閉鎖された．残る11箇
所の公営スキー場も，霧ヶ峰やさかえ倶楽部のように
毎年の赤字を公費で賄う状態が続いている38）．これら
の公営スキー場は，今後，民間企業の引き受け先がみ
つからずに再生不能となれば閉鎖するしかない．しか
しながら，閉鎖後にも厳しい状況が待ち受けており，
容易に閉鎖の決断もできない．閉鎖した場合には，冬
期の雇用問題が生じることに加え，国有林を使用して
いる場合には原状回復義務が生じるために，リフトの
撤去や植林に膨大な費用がかかることになる39）．
　名称変更の状況に関しては，両群で目立った差はみ
られなかった．閉鎖・休業したスキー場に目を向ける
と，レーシングキャンプ野辺山と牧の入スノーパーク
では4回，乗鞍高原いがやでは5回も名称変更が行わ 

れており，せわしく名称変更するうちに閉鎖・休業に
至った様子がうかがえる．名称変更の理由としては，
イメージチェンジによる集客増を目指したケースが多

いと考えられる．しかしながら，新名称になった結果，
スキー場の認知度が下がり，さらなる集客減を呼んで
いる可能性も否定できない．また，名称変更に伴う諸
費用（広告費用，パンフレット作成費用，看板等の付
け替え費用）も財政負担となり，経営を悪化させた可
能性もある．なお，今回の分析期間内では，ネーミン
グライツ（命名権）導入による名称変更は含まれてい
なかった．しかしながら，分析期間後にあたる2017年
11月には，HAKUBA VALLEY白馬五竜で国内初のス
キー場名称のネーミングライツ契約が結ばれた43）．現
在，長野市も戸隠スキー場のネーミングライツパート
ナー（命名権者）を募集中である44）．ネーミングライ
ツ導入によって，スキー場運営主体は，一定の収入増
を見込めるため，今後多くのスキー場が導入に踏み切
ることが予想される．
　以上のような統計的解析から明らかになった事実以
外にも，閉鎖・休業スキー場に共通する傾向をいくつ
か挙げることができる．たとえば，今回の閉鎖・休業
スキー場の中には，呉羽（2014）5）の指摘する近接逆効
果による集客減少で，閉鎖・休業に追い込まれたと思
われるものも多い．例えば多くの大規模スキー場を擁
する白馬エリアでは，サンアルピナ青木湖，白馬ハイ
ランドスノーパーク，HAKUBA VALLEY白馬みねかた
といった小中規模のスキー場が相次いで閉鎖・休業し
ている．同じく多くのスキー場を擁する志賀高原エリ
アでは，その玄関口に位置するかんばやしスキー&ス
ノーボードパークとごりん高原，エリア内の笠岳，前
山も閉鎖・休業しており，特に笠岳と前山は近接逆効
果の影響を受けた典型的な例であろう．

5.  おわりに
　日本では，この20年間にスキー人口は急減し，その
結果，スキー場の経営は悪化し，多くのスキー場が閉
鎖するようになった．どのような要素がスキー場の閉
鎖に影響を及ぼしているのか，定量的に明らかにする
ため，本研究では分析地域を長野県に限定し，十数個
の要素について営業スキー場と閉鎖スキー場を定量的
に比較した．その結果，スキー場の規模に関する4つ
の要素に有意差がみられ，規模が小さく，利用者の満
足度の低いスキー場ほど閉鎖リスクが高いことが示唆
された．その一方で，高速道ICからの距離，ならびに
スキー場の難易度に関しては有意差がみられず，これ
らの要素はスキー場の閉鎖に影響を及ぼさないことが
示唆された．また，運営主体の公営率を分析した結果
から，赤字の続く公営スキー場に関しては，余力のあ
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る民間企業が引き受け先にならない限り，スキー場の
閉鎖に歯止めをかけることが難しいことが浮き彫りと
なった．本研究の結果が，ただちに日本全国のスキー
場の状況に当てはまるとは限らないが，今後の日本の
スキー場の在り方および存続を模索するうえで貴重な
知見となることを願ってやまない．
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名権契約．日本経済新聞社．2017年11月28日．
https://www.nikkei.com/article/DGKKZO23951660X21C 

17A1L31000/（2018年7月13日最終閲覧）HAKUBA 

VALLEY白馬五竜スキー場（株式会社五竜と株式会
社大糸の2社で運営）のネーミングライツを株式会
社エイブルが取得したため，同スキー場の名称は，
2017年12月から「エイブル白馬五竜」と「エイブル
白馬五竜IIMORI」に変更された．

44）長野市．長野市「戸隠スキー場」ネーミングライ
ツ・パートナー募集要項．2017．

　www.city.nagano.nagano.jp/uploaded/attachment/113476. 

pdf（2018年7月13日最終閲覧）
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Appendix 1　Information of closed ski fields in Nagano Prefecture　　付録１　長野県内閉鎖・休業スキー場の経営データ

Appendix 2　Data of closed ski fields in Nagano Prefecture　　付録２　長野県内閉鎖・休業スキー場のゲレンデデータ



長野県の閉鎖・休業スキー場に共通する傾向
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Appendix 3　Information of open ski fields in Nagano Prefecture （1）　　付録３　長野県内営業スキー場の経営データ（その１）



増田　知之・呉羽　正昭

32

Appendix 3　Information of open ski fields in Nagano Prefecture （2）　　付録３　長野県内営業スキー場の経営データ（その２）



長野県の閉鎖・休業スキー場に共通する傾向
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Appendix 3　Information of open ski fields in Nagano Prefecture （3）　　付録３　長野県内営業スキー場の経営データ（その３）

Appendix 4　Data of open ski fields in Nagano Prefecture （1）　　付録４　長野県内営業スキー場のゲレンデデータ（その１）



増田　知之・呉羽　正昭

34

Appendix 4　Data of open ski fields in Nagano Prefecture （2）　　付録４　長野県内営業スキー場のゲレンデデータ（その２）



長野県の閉鎖・休業スキー場に共通する傾向
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Appendix 5　Historical transition of names of closed ski fields in Nagano Prefecture （1986～year before closing）
付録５　長野県内閉鎖・休業スキー場における名称の変遷（1986年～閉鎖・休業前年まで）

Appendix 6　Historical transition of names of open ski fields in Nagano Prefecture （1986～2015）
付録６　長野県内営業スキー場における名称の変遷（1986年～2015年）




